
事 業 番 号 ６ 事業名等 観光イベント補助金・負担金 

仕分け結果 市が実施（要改善） 担 当 課 観光振興課 

 

仕分けの論点 地域の主体性、イベントの整理統合 

 

今後の方針 

【改善見直し】 

①主催者に対して自主財源の確保に努めるよう求めていく。 

補助率５割未満の考え方を引き続き持ち、新規事業への補助要望に対しても同様と

する。 

 

②合併後１０年（平成26年度末）を契機とした支所機能のあり方、合併町村地域の地

域振興のあり方の検討の中で、「地域コミュニティ補助金」、「ふるさと祭り補助金」

と併せて補助金のあり方を所管替えも含めて見直す。 

津山市外からの集客、市内での消費行動につながることを目的とする事業を「観光

振興事業」と定め、目的を明確化する。 

 

 

方針策定理由 

 

 今回、「５．地域コミュニティ補助金」、「６．観光振興事業補助金」、「７．ふるさと

祭り補助金」が一括で仕分けがなされたように、方針についても合併町村地域のイベ

ント補助金のあり方として一括して整理する。 

 

①事業仕分けの中でも指摘があったように地域の主体性が基本であり、事業の実施に

あたっては、内容を精査し、自主財源の確保に努めるよう求めていく。 

 補助金比率は、「観光振興事業補助金」は、５割未満とする。 

 平成 20年度の補助金見直し協議の中で、観光イベント事業補助金については、補助

率を５割未満とする考え方で一致している。現在、「津山さつきまつり」が５割を上

回っており、平成24年度予算で補助率５割未満を達成したいと考えている。 

  

②将来的には、協働推進室において合併後１０年（平成26年度末）を契機とした支所

機能のあり方を検討中であり、合併町村地域の地域振興策を踏まえ、その検討の中

で所管替えなども含めて庁内で見直しを行い整理していく。また、観光振興として

の目的を明確化するため、補助金支出指標を作成し、さらに効率的・効果的な事業

推進を図っていく。 

 


